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研究成果の概要（和文）：　本課題では、企業が複数の製品やサービスのブランドを展開するにあたってそれぞ
れにどのような特徴を持たせるべきか、ブランド間での共喰いの回避、複数のブランドを統廃合するときにどの
ブランドを存続するかといった、ブランドポートフォリオの問題を研究した。
　ブランドの品質や費用水準に注目して、ブランドの統廃合や供給状況にいくつかのケースを想定したシミュレ
ーションを実施した。それらの状況の違いによって、企業の利潤に対する影響と消費者の便益に対する影響の程
度がどのように異なりうるかを比較し、考察した。

研究成果の概要（英文）：In this research project, I studied how companies should characterize each 
of their multiple brands, the characteristics that should be assigned to avoid brand 
cannibalization, and which brands should be retained when consolidating or eliminating brands in 
their brand portfolio.
   Focusing on the quality and cost levels of the brands, I simulated several cases of brand 
consolidation and supply conditions. I compared how the impacts on the company's profits and the 
benefits to consumers differed across the cases.

研究分野： 経営学

キーワード： ブランドポートフォリオ　仮想実験　コードシェア　ブランド戦略　航空サービス　輸送サービス

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　複数財を供給する状況は、様々な企業が直面する実際的な問題と繋がる。本研究はこのようなビジネス上の問
題解決へひとつの学術的示唆を与えるものである。
　また、本研究では航空輸送産業の他、海上輸送や鉄道など輸送サービスの事例を対象とした分析も行なってい
る。このような産業は公益事業のひとつであり、企業の収益の他に消費者や社会・地域における便益も求められ
る。本研究では企業収益における評価に留まらず、公益的な視点を加えて結果を検討している。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 

 

１．研究開始当初の背景 

 品質や特徴の異なる複数の製品・サービスを同時的に展開している企業は少なくない。企業は
それぞれの財について特徴づけやブランディングを行ない、顧客を獲得し、企業収益を高めよう
としていると考えられる。特徴の異なる複数の財は、消費者の好みや属性の違いに応じて選択さ
れる可能性を高める一方で、同じ企業の財同士で顧客を喰い合ってしまう（共喰い）可能性もあ
る。また、新規に導入する財は自社の市場を拡大し、他社の顧客を略奪しうる一方で、やはり自
社の既存の財と共喰いを生じてしまう可能性もある。あるいは、複数の財を供給している状況か
ら、ある財の供給を廃止したり、財の種類を統合するなどの経営判断に直面することもある。 

 そのように複数の財・ブランド群をいかに効率的かつ収益的に展開し管理するかは、ブランド
ポートフォリオ（ブランドの構成・配分）の問題となる。企業にとっては自社の収益性に大きく
関わる経営上の戦略である一方で、消費者にとってはどのような財が供給されるかという問題
は消費に伴う便益に関わる。 

 本研究で特に分析対象とする航空輸送産業では、コードシェアと呼ばれる企業間提携がよく
行なわれている。これは、A社が運航する航空便に対して、B社が自社便名を付与する形態であ
る。実際の運航は A社が担うので、B社は大きな運航費用をかけることなく自社で座席を販売で
きるとともに、財のポートフォリオに組み込むことができる。しかし、これを消費者の側から見
ると、B社によって価格を設定されたチケットを購入するにもかかわらず、A社の運航する航空
機に搭乗し、A社からサービスを受けることになる。すなわち、消費者にとっては料金の支払い
先（B社）とサービスの提供元（A社）が一致しない状態となり、通常の財とは便益が異なる可
能性がある。本研究では、ブランドポートフォリオにおけるコードシェア財の影響についても分
析を試みることとした。 

 

 

２．研究の目的 

 本研究は、企業にとってより望ましいブランドポートフォリオの構築に対して、ひとつの学術
的な示唆を得ることを目的として開始した。そのために、財の統廃合や新規導入に伴う企業のブ
ランドポートフォリオの変化を経済学の枠組みに基づいて分析し、財の特徴や費用水準の違い
による収益性への影響を考察している。そのなかで、自社の財同士の共喰いを回避しうる差別化
の方策、ブランドを統廃合する際にどのような財へ統合することが収益的に望ましいかといっ
た問題の解決を試みた。財の特徴や企業の直面する状況にいくつかのケースを想定し、それぞれ
のケースでの帰結を定量的に評価するとともに、企業利潤を比較した。 

 また、本研究では消費者便益にも注目した。ブランドの統廃合によって財の価格や供給量が変
化することにより、消費者の満足も影響を受けると考えられるからである。特に、本研究で主な
分析対象とする航空などの輸送産業では、その特性から公益性が確保されることが望まれてい
る。したがって、企業は純粋に自社の収益性のみを追求すればよいという状況ではない。本研究
では、企業にとって望ましいブランドポートフォリオを消費者便益あるいは公益性の観点から
も評価することを試みた。 

 

 

３．研究の方法 

 本研究では、経済学を基礎とした理論モデルと市場のデータを組み合わせた実証的な分析を
主軸とした。十分なデータを得ることが困難な市場を対象とする場合は、数値例を用いたシミュ
レーションを行なった。主な分析手順は次のようなものである。 
 
（１） 消費者の行動（財の選択）をモデル化し、市場の実績データから需要のパラメータを推

定する。 
（２） 企業の利潤と供給行動をモデル化する。 
（３） 財の統廃合や新規導入による供給の変化について、いくつかのシナリオを作成する。 
（４） 上記を組み合わせることで、財の種類や特徴、供給量が変化したとき（ブランドポート

フォリオが変化したときと考える）の帰結をケースごとにシミュレーションする。 
（５） ポートフォリオが変化する前と後、それぞれのケースにおいて、価格・数量・企業の利

潤・消費者の便益を比較する。 
 
 本研究では主に、日本国内の航空輸送や米国での航空輸送のデータを利用した。その理由は、
前節 1（背景）で言及したコードシェアと呼ばれる特異な提携が実施されていることを考慮する
ためと、価格や旅客数、供給量、財の特徴などについて豊富なデータが整備されており、分析に
十分な量のデータが利用しやすいためである。 
 
 



４．研究成果 

 この研究課題を遂行していくにあたり、いくつかの具体的な問題を扱い、それぞれの研究成果

を個別の論文等としてまとめた。それぞれの概要を下記に区別して整理する。 

 

（１） 企業合併に伴うブランドポートフォリオの変化に関する研究 

 本研究では、企業合併に伴うブランドの統廃合について、どちらのブランドあるいはどのよう

なブランドを存続することが企業にとって利益的であるかを分析したものである。分析のため

に、米国の国内線航空輸送の実績データを利用した。その理由は、実売された航空チケットの情

報に基づいたデータがサンプリングされており、質と量ともに充実したデータを取得できるか

らである。また、航空会社間の合併の事例が観察できるからである。 

 まず、消費者による航空サービスの選択行動をモデル化し、データを用いて需要関数を推定し

た。そのうえで企業行動をモデル化し、企業結合を再現した。注目した合併事例では、一方の航

空会社が他方の航空会社を吸収合併する形態で実施されたが、本研究では、その逆の吸収が行な

われた場合と、持株会社の傘下で両方の航空会社ブランドが存続した場合を仮想的にモデル化

した。そのなかで、サービスブランドの特徴や費用水準にいくつかのパターンを想定し、どのよ

うな属性のブランドが存続することが企業利益および消費者便益にとって望ましいかを比較・

考察した。 

 結果として、企業の利益として望ましいブランド統合の形態と、消費者便益として望ましい形

態は必ずしも一致しないことが示された。そのため、特に公益性が求められる交通産業では、合

併に伴うブランドの統廃合のあり方に留意が必要となることが示唆された。実際に、航空会社の

合併計画に対しては司法や規制当局によって公益性・公正な競争に関する審査が実施されてい

る。本研究で扱った合併の事後に観察されたサービス水準は、本分析のシミュレーションで仮想

的に公益性をコントロールした水準と同等であり、公益性の観点からは望ましい状態にある可

能性が示された。 

 本研究をまとめた成果は、分担執筆した英文書籍の一部として収録された。 

 

（２） 航空会社のコードシェア財導入による企業利潤と消費者便益に関する分析 

 本研究では、前節 1（背景）の後段で記述した航空会社間のコードシェア提携を分析した。日

本国内の大手航空会社（A社とする）が、規制緩和後に参入して経営破綻した航空会社（B社と

する）を救済する一環でコードシェアを実施した事例に注目した。海外の事例では航空会社間で

互いに便名を付与し合う形態が一般的であるが、日本国内のこの事例では、A社が B社運航便の

供給座席数から一定程度を事前に買い取り、A社便名で販売する形態である。他方で B社は A社

運航便に対して B 社便名を付与することはない。このコードシェア財を A 社便名で購入した消

費者は、A社の価格を支払い、B社からサービスを受け取ることになる。 

 分析にあたり、日本国内の航空輸送実績に関するデータを収集した。消費者による航空会社の

サービス選択をモデル化するとともに、このコードシェア形態についてもモデル化した。このコ

ードシェア形態では、A社の価格を支払った消費者のうち、A社からサービスを受け取る消費者

と B社からサービスを受け取る消費者が存在することになる。本研究では、A社の価格を支払っ

て B社からサービスを受け取った消費者が、A社から直接サービスを受け取った場合を仮想的に

実験し、価格の支払い先とサービスの提供元の不一致による消費者便益への影響を定量化した。

その結果として、消費者はコードシェア財によるサービスの違いによって便益の損失を受けて

いる可能性があることが示された。一方で、企業利益の観点からすると、この提携によって利益

を向上させていることが示された。 

 本研究の成果は学術論文としてまとめ、査読付き国際学術誌へ投稿した。研究期間の後半に分

析データの追加作業を実施し、分析の追加・修正と論文の改訂を進めている。 

 

（３） 多市場接触による財の特性への影響に関する分析 

 本研究は、上記（２）の研究から派生したものである。航空輸送産業では、それぞれの路線を

市場として定義することができる。その定義に従うと、航空会社は複数の市場でサービスを供給

しているということになる。ライバルの企業と複数の市場で接触している状況を「多市場接触」

という。ある市場で価格を下げるなどライバルを刺激する行動をとると、他の市場でライバルか

ら報復される懸念が生じるため、企業たちは暗黙的に競争を回避して協調行動をとる場合があ

ることが先行研究で示されている。本研究では、日本の国内線市場においても同様の効果が生じ

ているかを定量的に分析した。 

 分析の結果として、日本の国内線市場においてもこの現象が見られ、多市場接触をしている企

業間では価格が高くなっている傾向にあることが示された。上記（２）の研究と関連して分析デ

ータを追加したことから、今後さらに検証を進めていく予定である。また、財のバラエティなど

企業のブランドポートフォリオへの影響をさらに多角的に分析していく予定である。 



 

（４） 企業結合による輸送サービスのネットワーク変化に関する研究 

 本研究は、海上輸送市場を対象に、船社間の提携によって航路ネットワークがどのように統合

されるかを理論モデルによって分析したものである。ここでは、輸送そのものは同質的であるか

ら、航路ネットワークの形態が船社にとってのサービスの特徴として考えている。 

航路ネットワークの形態は、ハブ港を中心に放射状に航路が伸びるハブ・スポーク型のネット

ワークと、各地を順番に寄港していくマルチポート・コール型のネットワークに大別することが

できる。先行研究によると、近年ではハブ・スポーク型のネットワークに集約している傾向にあ

り、これは大型コンテナ船の導入による効果であると示されている。 

本研究では、大型コンテナ船の導入が進んでいる時期と、船社間の結合（提携・合併）が進ん

でいる時期が重複していることを指摘した。ふたつのネットワークとそれぞれにおける輸送供

給、荷主の輸送需要をモデル化するとともに数値例を用いて、結合した船社にとってハブ・スポ

ーク型とマルチポート・コール型のどちらのネットワークがより利益的であるかを比較した。こ

の分析により、船社間の結合が進むと必ずしも大型船を導入しなくてもハブ・スポーク型ネット

ワークにおいて利益を拡大できることがわかり、船社間の結合によってもネットワークの変更、

サービスの集約が進む可能性があることを示した。 

この成果をまとめた論文は、査読付き国際学術誌に採択・掲載された。 

 

（５） 鉄道におけるサービス種別の再編とその影響に関する研究 

 本研究は鉄道を分析対象にして、高速鉄道（国内でいう新幹線）サービス、在来の特急サービ

ス、非特急サービス（普通列車等）を含むサービスの再編とその影響を分析したものである。日

本国内では、新幹線の開業に伴って並行する在来線区間が分離され、地域会社等に経営移管され

る方式が原則的に採用されている。経営移管された在来線区間では、供給されていた特急サービ

スが廃止あるいは縮小され、普通列車等のサービスに集約される場合が多い。つまり、事業者に

おいてサービス種別の再編が行なわれる。 

 本研究では簡便な鉄道ネットワークを想定したうえで、高速鉄道サービス、在来線特急サービ

ス、非特急サービスのそれぞれをモデル化した。また、直通できない区間において旅客がサービ

スを乗り継ぐ状況を考慮し、各サービスを組み合わせて旅行を選択する行動をモデル化した。こ

のネットワークにおいて高速鉄道が延伸開業した場合を仮想し、サービス種別の変更、サービス

の供給される区間の変更、乗継の要否の変更が生じた場合について数値例を用いて実験した。数

値例としては、北陸新幹線の開業を参考にしたものを利用した。 

 この結果として、事業者がサービスを統廃合せず、高速鉄道サービスと在来線特急サービスを

並行する区間で同時に供給した場合でも利益を拡大できる可能性があることが示された。ただ

し、高速鉄道と並行する区間で非特急サービスを移管された地域会社は、収益の観点で経営が困

難になる可能性が示唆されるとともに、地域輸送サービスが縮小されることが示された。 

 この成果をまとめた論文は、国内の査読付き学会誌に採択・掲載された。 

 

 本研究課題では、主に上記（１）から（５）の研究をそれぞれ実施した。企業が複数の財を供

給あるいは財の統廃合をする状況での、共喰いや市場拡大・顧客略奪の発生を分析し、企業の利

益の観点からより望ましいブランド展開の状態を考察するとともに、公益性の観点からも考察

を試みた。 

 とりまとめた成果についてはすでに公刊されたものもあるが、上記（２）および（３）の研究

については修正の途上にある。今後の修正を進め、再度、学術誌等へ投稿する計画である。 
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